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一連の異常気象と事故防止、その他安全に関する申し入れ 

 

 「大阪府北部地震」、激甚災害に指定された「西日本豪雨」を始めとして、専

門家も「考えられない」という、これまでに例のない異常気象が続いている。

そしてこの異常気象は交通機関にも大きな影響を及ぼしている。 

 この状況に鑑み以下の通り申し入れるので、基本協約第 238 条（３）に基づ

き経営協議会を開催すること。 

  

記 

 

１．気象庁によると、大雨や短時間強雨の発生頻度は増加しており、一日の降

雨量が１００ミリメートル以上というような大雨の日数は長期的に増える傾

向にある、とされている。このことは、「西日本豪雨」のような現象がＪＲ東

海管内でも発生しうるということであり、それを前提に安全・事故防止対策

を再考せねばならないと考える。会社の認識を明らかにすること。 

 

２．気象庁によれば、全国的に猛暑日や熱帯夜が増加している、とされている。

実際、７月１４日頃より酷暑が続いている。 

（１）レール温度上昇に伴う運転規制のあり方は現行で充分なのか明らかにす

ること。 

（２）熱中症による死者数が過去最高を記録した、という情報がある。また、

熊谷で日本国内の過去最高気温（４１．１℃）を記録している。乗客、社員

の熱中症対策を強化することが必要と考える。会社の見解を明らかにするこ

と。 

 

３．７月６日から７日にかけて発生した輸送障害をめぐって、新幹線の職場で

は「指令の不手際で列車遅延が増大した」との声が上がっている。列車本数

の増加、乗務員がクルー化、そして車掌の乗り組みの１名減に伴いＪＲ東海

パッセンジャーズのパーサーが異常時対応をも担うことになったことから、

今後は、指令の役割はますます重大となり、より高度な技量が求められると

考える。 

（１）新幹線の職場であがっている声にたいする会社の見解を明らかにするこ

と。 

（２）指令の技量を向上させるために会社が考えている対策をあきらかにする

こと。 

 

以 上 


